電子ブレーカー契約締結とその解除に係わる経緯について

平成29年6月10日
キハラ有限会社　作成

担当：甲取締役の息子（代筆）
趣意

本文書は、電子ブレーカー販売代行業者のサービス向上に協力することを本意とし、今後望まぬ契約に至るであろう事業所や、個人への助言を目的としたものである。

関係各社及び従業員を下記に記す

契約者、リース借主：キハラ有限会社・取締役（以下前者を甲、後者を甲取締役と記載）
甲取締役の息子（代筆）：（以下筆者と記載）

代理店：株式会社エーアイビー　・　営業担当（以下前者を乙、後者を乙担当と記載）
売主：株式会社ネオインターナショナル（以下丙と記載）

貸主、リース会社：株式会社クレディセゾン（以下丁と記載）

電力供給会社：GRコンサルティング（以下戊と記載）
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1乙諸情報

　受け取った文書の内容から、ほぼ間違いなく以前の契約の関係上来ている。なぜそれ知り得たのか。
　甲側前回契約書によると、㈱ユビキタスエナジー（現在　㈱グリムス）が代理店、㈱ネオコーポレーションが売主、丁とリース契約、613,000円で借り受け。今回契約は、乙が代理店、丙が売主、丁とリース契約、420,000円となっている。
　丙は㈱ネオコーポレーションより分裂、㈱ユビキタスエナジー（現在　㈱グリムス）は戊の親会社で、平成29年1月、戊と甲は電力供給を次年度より開始する契約が交わされている。これらの事から、両方、或いは片方からの漏洩（意図してのものとの考えが濃厚、消費者相談センターに問い合わせると、異口同音にそのような連絡網が存在すると回答を得た。）ものであろう。
　売主がそのノウハウを代理店に指導し、代理店が顧客より契約を得る事から、前回契約も同様の方法であったであろう事が推測できる。前回契約は負荷設備契約より、主開閉器契約へ切り替える初回の契約であったため、16kw→4kwへの基本料金削減分の多くがリース料へ上乗せされ、マージンとなっているようだ。
2契約締結に至る顛末と問題点
　事の発端から、収束に至るまでの経緯を本項目で解説する。その上で、契約に至る過程で発行された重要な文書計4枚について、関係性を明確に且つ簡潔に表記するため、以下に記す。
　今回乙担当より提示された文書（以下「乙担当文書」と記載）これを2.2とする。契約時に甲が署名捺印等を行った文書、『お申込書（契約書）』(以下「契約書」と記載）これを2.3とする。『リースお申し込み内容』（以下「リース契約書」と記載）これを2.4とする。『お申込み内容確認書（電子ブレーカー）』(以下「確認書」と記載）これを2.5とする。

　また2.2～2.5は筆者の知識と情緒と理性の下に、疑問や問題点を列挙、記述しており、極力事実だけを記述するよう努めているが、幾許かの主観を孕んでいるであろう事に注意されたい。

2.1　時系列　
　いつ、どの段階で各文書が発行されたのか。どのようなやり取りがあったか、必要な内容のみを口語込で、且つ簡潔に以下に記す。
5/29　乙担当、甲へ初めての来訪。甲のリース契約が現在７年目で、契約が満了するということを知っていての発言か、開口一番、ブレーカーの使用期限が７年で切れて、そのブレーカーを継続使用していた場合、それが関西電力に判明すると契約違反として電力契約を16kwに戻され(注1）、過去に遡って追加で料金請求されるとの説明を受ける。
以下その後の会話。
甲取締役：７年で契約が切れて交換と知らなかったし、聞いていない。リースもローンと同様、払い終えたら自社の資産になるものと思っていた。

乙担当：使用期限があるから取り替えないといけない。

甲取締役：最初からそうなる旨を説明されていない。

乙担当：そう説明するよう教育されていない営業や業者もいる。

甲取締役：しかし、納得がいかない。せめて、一年でも現状の契約のままいかせてもらえないか。

乙担当：関電に見つかれば（上記）罰金払わされる。

甲取締役：なら、交換するなら幾らするのか。

乙担当：新たなリース契約になる。その時現契約4KWを3KW(注2)にできる。

甲取締役：それらの説明は理解するには（自身の思考能力では）難しい。現状維持して罰金を受けるか、交換をするかの二択か。一筆書け。（甲取締役の）家族を説得できない。しばらく現状のままではいけないのか。

乙担当：（二択に対し）そうだ、（一筆に対し）書いて持ってくる。

5/31　乙担当、契約書、リース契約書、確認書、乙担当文書を持って来訪。
説明書きを読んで、納得（甲取締役曰く、渋々。）してしまい、一部書類（下記2.3～2.5参照）を自著、押印。残りは任せてしまう。
　現在のリース契約の解約を促され、乙担当が丁に掛けた電話に甲取締役が出て解約の旨を伝え、解約。その時甲取締役はこれ程たやすく解約できるのか、と問うたところ。乙担当は、事前に丁に話をしている(注3）と答えた。
　乙担当は、書類は後程送る、設置の連絡もさせてもらうと述べ、甲より出る。この時、契約書を書いたにも拘らず、控えを置いていかなかった。手元には乙担当文書が残るのみであった。
6/5　現在の電気供給契約先である事業者の戊より、送られて来た封筒(注4)の文書を甲取締役が見て、今回の契約に疑問を抱き(注5）電話を掛けた。その結果乙担当が説明した違反内容は存在しないことを告げられ、この時初めて甲取締役は騙されたことに気づいた。
同日　昼ごろ、上記内容を甲取締役より聞いた筆者が介入を決定、契約書等の控えが無いことに気付き、乙担当に送るように命じる。
同日　1510時、乙よりFaxにて、表紙を除いて計三枚が甲に届く。この時点で文書が揃う。
　文書の内容を見て、明らかにおかしく、又不当（違法ではない。）であることを理解した上で乙担当の携帯電話に下記（2.2の段落3 a.と段落4 と段落9と2.5 ）を理由に解除を希望したところ、「事業所であるためクーリングオフは出来ない。リース契約は、その性質上締結後は解除できない。契約に納得できるよう説明にあがる。必ず安くなる。甲のため（なら契約を解除して無かった事にせよ、そのほうが安上がりだと言ったが、様子は変わらなかった。）だ。」これをひたすら繰り返すのみで、一向に従わなかった。
6/6　消費者相談窓口へ相談、有限会社の印をついていることから、一般ではなく事業者なので難儀するであろうことを聞く。その上でこの手の相談を専門に扱っている機関を紹介されたので当たってみることにする。
請負駆け込み寺…担当　クルマ氏
　簡単に判押すな。そうなると難しい。東京にしかないが、リースならここだろう。と公益社団法人 リース事業協会を紹介される。もう一つ、大阪弁護士会。後者へは連絡を取っていない。
リース事業協会…タケス？・タマセ？氏

　文書上だけで、まだ物も来ておらず、サービスは始まっていないので、内容証明等で契約を解除する意思を伝えたらよい。それでも粘る（違約金等）であれば弁護士へ。
　この時点で、法的に解除可能であろうと判断し、解除とその内容証明のための文書を作成中、事業所における解除例幾許かを偶然発見。それらを踏まえて作成した解除要請文書（通知書）を6/6付けで即座にFax。この時点で2000時あたりだったと記憶している。
6/7　解除要請文書を6/7付けで、内容証明と配達証明で送る。
同時に乙担当が持ってきた書類の関連企業に片端から電話を掛け、この事例を知らしめると共に、警告した。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

*特記事項*
　乙担当が持ってきた書類の関連企業とあるが、その中でもリースしようとしていた電子ブレーカー製造元に問い合わせたところ。興味深い回答があった。その時の受け答えを以下に記す。
筆者：御社の製品は幾らするのか。

電話担当：自分達は決めていない。販売元（要は小売）が決めることだ。

筆者：では、小売は幾らで売っているのか。

電話担当：小売は50万あたりでリースしている。

筆者：50万!?。…（絶句）。
電話担当：詳しくは営業に尋ねないと分からない。折り返すよう仲介しようか。

筆者：結構だ。分かった、ありがとう。

　にべも無く、あっさりと常識かのように「小売は50万あたりでリースしている。」と答えた。違法ではないので、そう答えざるを得ないだろう。インターネット上での事例や前回と今回の事例、2008年頃から未だにあるところを見ると、業界は放置しているように見受けられる。当然だろう、合法であるし、儲かるのだから。ただ、額面が大きい事に納得するか否かなのだから。
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
同日1143時　解約を承認、契約書を返却する旨のFaxが乙担当より甲取締役へ送信される。これを以って、筆者は暫定的（まだ契約書が届いていないため。）な収束を宣言。

即時事後処理に移る。
　まず、5/31に解約させられた（丁曰く6/1）リース契約を買い取りに変えるよう、丁に電話で以来、後日買取請求書（買取はリースの3ヵ月分+消費税。請求元は回収会社。）が送られる。再リースでも年間12ヵ月/10であるが、買い取りの方が得。以後リースは契約は終了。本来得るべき利益を得る事となった。
総被害額

電話代　　　　　　　約3 *10^3円

内容証明・配達証明　　 1,252円

総額　　　　　　　　約4*10^3円

2.2　乙担当文書
段落1　電子ブレーカーで～乙担当と申します。
 a. 電子ブレーカーお世話になっております：お世話になった事実はない。定形文か。
 b. 株式会社AIBの：カタカナのはずが英文字表記で、電子署名や名刺と違う。どのような意図か。

段落2　この度、平成21年～ご提案に上がりました。
 a. この度、平成21年7月にご契約を頂いておりました：前にも乙、及び丙と契約した事実はない。何故、この時期と知っているのか。
 b. 保守メンテナンス期間も満了：も？保守契約してたのか、前契約を見たところ確かにあった。が、上記にもあるように何故、*この時期*と知っているのか。
 c. 交換の時期：電子ブレーカー業界は何処も10年程度持つよう設計されている。と製造メーカーの営業担当から電話で聞いた。

段落3　電子ブレーカの設置されたことで、～状況になります。
 a. 低圧電力～成功しており：本来ならリースを継続、或いは購入するだけでよかったのだ。削減の効果は、特段電子ブレーカーに有る訳では無く、供給を下げたことに有った。通常のブレーカーでも、容量内に収まればそれでよいのだ。そもそも、何故、前回契約内容を知っているのか。
 b. リース代金が7,300円でしたので：しつこい様だが、何故、額面まで知っているのか。
リース会社はの可能性…。考えたくはない。
段落4　保守メンテナンス～請求されることもあります）：関西電力（4月以降甲は戊を通して供給契約しているため、関電は関係無い。しかし戊は、丙やネオコーポレーションと関係性あり。戊が協力者か被害者かは分からないが。）に本段落を料金以外そのまま読み聞かせたところ、「そのようなこと（約隷違反で且つ契約を戻す）は無い。そもそも、ブレーカーに関しては一切関与しない。虚偽である。」との回答を受けた。インターネット上でも同様に、大手電力会社の存在しない約隷違反を盾に、強請る手口が横行している様子が頻繁に見受けられる。乙担当が、何故存在しない約隷を持出し、謳ったのか。
段落5　また、リース会社は～勧めてきます。
 a. また、～知りませんので、：当然である、丁は買い受けてリースするだけ（丁から電話でも聞いた。）だから。危機感を煽られる説明ではある。
 b. 7年のリース～勧めてきます。：その為のリースではないか。何故咎める様な書き方をするのか。（前回の別会社のリース自体も怪しさ満点の7300円*84ヶ月であった。
別会社については前述。）
段落6　我々～お勧めいたします。：何度でも書く。何故、この時期と知っているのか。
段落7　社長～できております。
 a. 削減金額により～なるのですが、：リース料金が削減金額に依存するのは何故か。前述（段落3.a）のように削減に寄与（我々が電子ブレーカーの特性を理解していないといわれればそれまでだが。）しているのは基本料金。16ｋｗは甲の負荷設備契約によるもので、設備の最大使用量で契約せざるをえない（その当時はどの企業も）。それを平成8年から可能になった主開閉器契約（主開閉器＝ブレーカー）に替えてブレーカーの容量を落とすから安くなるわけで、前述のように他のブレーカーでも可能だ。
　ブレーカー自体容量にもよるが、現状の容量（4ｋｗに耐える）であれば20,000円前後で工事費申請費込でも5万程度で済む。
 b. 長く～出来ております。：引き下げる根拠が期間限定である根拠が不明、そこからさらに500円安くすると申し出があり、契約書では5,000円となっている。上記にも有ることを総合しても、そのような価値のある契約では無いと筆者は思う。する、しないは自由だし、違法性は無い。
段落8　また、以前の～戻すことも出来ます）

 a. 現在～目論んでおります。：2.2段落4に有るように、甲は当時関西電力とは関係無かった。当てずっぽうか、情報が古いのか、その名を出してきた。また、契約4kwと有るが、甲取締役は数字の話は一切していないし、出来ない。それどころか、契約の内容すら覚えていないし頓着しない人間(注6)である。度々書くが、なぜ知っているのか。
 b.（もちろん～出来ます）：単純に信じられない。どの書面にも無いからである。
この会社かどうかは分からないが、置いたら終わりだと書かれた記事がネット上で見られた。

段落9　従いまして～おります。：段落8.aの記述のとおり、数字に関しては何一つ漏らしていない（覚えていないのだから当然だが）。しかし乙担当は、何処から聞いたのか、それを知っていた。さらに、文中にあるように16kwから3kwへの削減等と間違った算定を行っている。既に7年前のリース契約時（これもなぁ…、書きたいことは山ほどあるが割愛。）に4ｋｗで契約しているのであるから、正しくは4ｋｗから3ｋｗになるはず。
段落10　更に、～考えております。：甲取締役は乙担当より福島電力を勧められたらしい。パンフレットを紛失したが、申込書等はある。契約を取ればキックバックを得る、よくある構図だろうと推測する。
段落11　以上が～思っております。：最良は<<契約せず、現行リースを買取。>>である。
段落12　いずれにせよ～申し上げます。：時期など来ていなかった。煽り、正確な判断力を損なわされ、甲取締役は契約に至ったのだ。
電子署名：つっこみ所はあるが、それでも公式な文書としてくれた。温情か。
2.3 契約書

　契約書上部の欄にコストパフォーマンスとあり、乙担当が書いている。
ここで、前述同様間違った記載がある。2.2　段落9に有るように、現在の契約容量は4ｋｗである。16ｋｗで算定しているため、有り得ない利益を記載している。関電約隷違反を前提としていたのだとしたら…。また、主開閉器契約4kwであるが、主開閉器契約は1.732の係数があり、未記載且つ未計算。
　中ほどの「お申込者」の欄は判や印は甲取締役自身が押している。
2.4 リース契約書

　左の中段、自動振替引落口座のみ甲取締役の自著。
他は乙担当に任せている。（甲取締役談）
2.5 確認書

　ここの記載も乙担当に任せている。（甲取締役談）
右にある、はいといいえが並ぶお客様チェック欄すべて、である。

下部にあるお客様ご記入欄の判や印は、甲取締役自身が押している。
　甲取締役にこの書面について尋ねたところ、書面の内容を知らないと言っていた。

印が有るから見たのは間違いないのだが、甲取締役曰く「わからへんから書いといて。」と乙担当に渡したとのことである。しかし、それが事実であるならば、これら契約について説明をしていないことになる。
　実際、乙担当文書は契約内容を理解出来なかった甲取締役が、契約しなければ約隷違反になると言われたことだけに集中し、義務感と焦燥感に駆られ「契約するために家族を説得するから、一筆欲しい。」と頼んだところ、作成された文書である。
　そしてこれを受け取った際、読む気も無かったのだろう、説得可能と判断し即時契約に至った次第である。試しに筆者がこの文書にある内容を甲取締役に詰問してみたが、理解できていなかった。
総括
　既に、一度他所と似たような契約をしているため、筆者が気付いて止めなければ、間違いなく契約は履行されていたであろう事は想像に難くない。甲取締役曰く、読んでもわからないから、盲目的に記載した。５月末の売り上げにしてあげようと気持ちもあっての事だそうだ。
　今後の対策として、たやすく意思決定をしない事。相手の背景を調査し、相談をする事が、水際対策として望ましい。
　そもそも電子ブレーカーリース契約自体が法外な値段であるため。主開閉器契約にする際は（そうでなくても）電気店に設備や電気供給契約締結を相談しよう。
　容量で額面上の多寡はあるがブレーカー代はリースに比べて安くなることは間違いない。契約書面を完成させたとしても、その契約の内容が履行される前に早急に止めるよう意思表示する事が大切である。
　契約はリース会社と自身との物なので、本来なら最初にリース会社へ契約の停止と解除を求めるようにするべきだろう。
以下参考にした情報
http://blog.goo.ne.jp/popg888/e/3bc651a8ed6a4b2b4c3bf8871e3f7e87
https://www.sansokan.jp/akinai/faq/detail.san?H_FAQ_CL=1&H_FAQ_NO=311
http://kaiyaku.secret.jp/kaiyaku_lease.html
https://www.shinnihon.or.jp/corporate-accounting/industries/basic/lease/2010-11-12-02-01.html
上記より得られたフローチャートから見る今回の事例の考察
1.物件の選択・決定
↓
2.リースの申込み
↓
3.ユーザー（借手）の審査
↓
4.リース契約の締結
↓
5.売買契約の締結
↓
6.リース物件の発注・搬入
↓
7.物件借受証発行、リース開始
　今回は3.～5.で止まったものと見受けられる。物が来ておらず、書類だけ（2.1に記述は無いが、6/5に丁へ解除要請を行った際、契約書が丁へ渡っていないことを確認。）で履行されてる状態とは言えないため、契約解除可能だったのだろう。
　根拠は、リース事業協会がリース標準契約書を示しており、その中で物件の引渡しについて「賃借人は物件を検査し瑕疵がないことを確認して、借受日を記載した物件借受証を賃貸人に発行。この借受日をもって賃貸人から賃借人に物件が引渡されたものとします。」と定めているからであろうと推測される。実際解除できた。
　他の解除事例もインターネット上のみでしか調べていないが、同様のものが散見された。理論上7.の段階でも物を受け入れず、且つ借受証の発行もせず、契約解除を希望すれば解除可能と考えられる。しかしながら独自の契約を用意しているところもあるようで（いつまでなら5割、前日なら全額等。）注意されたい。
　なんであれ、専門の方々に聞くのが一番だ。

脚注
注1）多分、2010年以前の負荷設備契約の時のことであろう。この説明当時、既に主開閉器契約、且つ4ｋｗである。
　負荷設備契約は全ての設備を使用する前提の契約である。焦るように誘導しているのであろうと考える。しかし、主開閉器契約との違いを認識できていない、そもそも理解する気が無い者にとっては危機感を感じることだろう。
　主開閉器契約が平成7年に施行された電気事業法の改正によるものであるため、古くから経営している事業主ほど知らずに陥りやすい。事実として、甲取締役はそのような法があるものと錯覚した。

注2）この場合4ｋｗから3ｋｗに下げるためには、主開閉器契約の契約電力の決定方法
より、現状の容量より小さい物にせねばならない。

あくまで理論上の数値であるため、ご自身で電気店に確認されたし。

計算例　https://kepco.jp/ryokin/menu/teiatsu　参照
　今回は甲の設備を元に行うものとする。そのため、低圧電流を元に起算する。
定格電流(A)*電圧(V)*1.732*力率1（100％）*1/1000＝契約電力
　変数は契約主開閉器の定格電流のみ、甲の使用する主開閉器12A。そのほか固定値の為

12*200*1.732*1*1/1000＝4.1568
小数点第一位四捨五入により4ｋｗ

計算式から、電流を下げる他無いのである。

　契約電力の決定方法簡単な計算方法として固定値を計算してまとめると
200*1.732*1*1/1000＝0.3464となる。そこに定格電流をかけるのが良いだろう。
式に表すと

定格電流*0.3464＝電力量
となる。

　試しに、本件の乙担当の提案である3kw契約を成立させるための定格電流の求め方を考えてみよう。
　無駄なく安く得られる最大電力量は少数第一四捨五入で切り捨てられ、且つ最大の電力量であろう3.49ｋｗを採用し、定格電流を未知数Xと仮定する。
以上の事から、下記方程式が成り立つ
X*0.3464＝3.49

式より求められる未知数Xは

X=3.49/0.3464

X=10.0750…
　また、上記にもあるように、電力量には少数第一位を四捨五入する端数処理規定がある。（契約が整数で行われるためであろうと考えられる。）この時得られた数値*以下*でなければならない。そして市場に出回っているブレーカーの容量より、定格電流10Aのブレーカーが付けられた可能性が高く、或いはもっと小さいものであったかもしれない。
　更に、今回契約を経て7年経てば2ｋｗ契約も可能と乙担当は言っていた。つまり今回ならず、次回も同様の案件を持ち出す予定？
注3）電話での解約は可能で、電話番号が合っていれば丁とのリースを解約、または延長できる事を（6/5に）初めて甲取締役と筆者は知った。
　後日（6/9）、事実関係確認の為、丁(担当フクダ)に問い合わせたところ、乙担当より解約について話をされた事実は無いとの返答。順を追って聴取すると、「初めて甲のリースに関して電話を受けたのは6/1午後4時頃で、甲取締役（を騙る者であろう。※筆者憶測）より解約の申し出があった。同日同時間、担当フクダは、乙担当に解約について間違いないかを確認し、更にリース品の回収等を乙担当が受け持つことの確認を取った。」と筆者に回答した。5/31に乙担当がかけた電話は、丁に対してではなく、乙担当関係者であった可能性が極めて高い。
　総括にあるように甲取締役は5月末の売り上げにしてやろうと情けを見せたし、それが契約書の申し込み日にも現れている。状況証拠から、甲取締役は解約に関して5/31にしか（丁と思しき乙営業担関係者に）話していない。
　しかし、不可解である。既に5/31時点で既に契約できているのに、そのような腹芸が必要なのか。甲側が直接丁に接触するのを恐れてだろうか、甲取締役の勘違いか、丁側の内部処理の間違いか判断が付かないため、あくまで憶測の域を出ない。
以下甲と乙と丁とのやり取りの局所的な時系列を記す。

5/31甲取締役、乙担当が"乙担当の携帯"よりかけた電話にて解約の申し出。その際企業名、役職、名前、電話番号等を答える。ここまでは間違いない。（甲取締役はそのとき嘗てのリース契約については一切失念している。契約番号は漏れていない。）
6/1午後4時頃になされた解約は乙担当が5/31に得た情報を元に乙担当、或いは乙担当関係者によって行われたと推測できる。
　通話記録開示を請求できるならば、6/1に甲取締役より解約の申し出行われていないことが、間違いなく分かる。人の電話を借りたと言い逃れできそうだが、当時物理的に可能であったか検証すればよいだけのことである。
注4)これ自体、いつ着いたかは封筒を紛失したため不明。しかしながら中の文書には6月吉日とあり1～5日までに着いたのは間違いない。内容はこの様な（文書　2.2）手法に注意せよとの旨。
注5）2.2　段落4にて関西電力にも同様の内容を筆者が問うている
注6)　数年前より前庭神経炎を患っており、正確な判断が難しくなっている。甲の取締役も、その旨を乙担当に伝えている。

要点と注意点及び汎用対策方法

　我々業者はクーリングオフは適用されない。設置して万一、容量足りなくなってブレーカーを付け替えても多くの場合、リース契約が満了するまで払い続けなければならない。満了時には返還もせねばならない。
クーリングオフ適用外、これは事業者であるため。

クーリングオフとは、所謂特商法に基づく無条件解約。
　事業者と消費者（事業者以外の個人を一括して「消費者」と定義されている。）では、後者が大体立場が弱く、知識が無い。

その前提で救済されるべく作られた法。

　事業者同士ではお互いプロであって、知識や情報を持った上で納得の上で契約が

交わされるものとみなし、適用外。民法が適用される。
契約書の控えを置いていかなかったりしても、違法ではない。下記参照。
https://oshiete.goo.ne.jp/qa/3991204.html

1.契約は双方の合意のみで成り立つものとされている。

　「これが欲しい」　「はい」　で　契約成立。

2.その後、物を受け取る、代金を払うといった履行がなされる

3.履行内容に双方瑕疵無しとなれば契約完了。

　必ず控えを置いていくように言い含める。相手が渋るなら即刻解除を申し出る。不審にも程がある。
　既に手元に無いなら、送信か郵送させる。内容を早期に確認するためにも前者が望ましい。
　相手がリース契約のため解除不可だと粘るなら、消費者相談窓口へ。個人消費者ならクーリングオフ、それが出来なくなっても、段階によっては軽症で済む。事業者であっても他の機関を紹介してもらえる。

　内容証明文書（要印鑑）に解除と関係文書返還を要求する内容で作成し、相手方とリース会社に即刻Fax。同様に内容証明を扱う郵便局へ行き配達証明で送る。要5年保存？。

　相手に届いたか確認を取り、この時点で解除する旨を確認できたら、念のため、関係する文書の返還を電話で再度要求しよう。もし相手するのが怖い等、要求が難しい状態であれば相談窓口へ。

　文書が返ってきたら、これも要5年保存？。（商法が関係するとかしないとか…）この時、正しく全ての文書が返ってきたか確認しよう。余談だが筆者は、1枚だけ要求文書とまったく異なるものと取り違えられて返還された経験がある。もちろん再度要求した。その際の返事が「間違えた。」とのことだが、そうであったとしても信用できない。
　尚も解除を渋り粘るのであれば、弁護士に相談。
何事も早ければ早いほど良い。相手に与える印象も違ってくるだろう。後になって行動したとしても、密度の高い攻勢をかける事が、心理的に望ましいと考える。

嘘（虚偽）の説明をされたとき。
　立証が難しい、相手が「無い」というのは間違いない。

　無いものを証明すること、つまり消極的事実の証明であるが、立証が困難なため、一般的に"悪魔の証明"と言われており、基本的に「有る」と主張する側に立証する義務があるとされている。下記アドレスのページ内(1)(2)(3)にて無いと主張する側に立証責任の負担を免れるわけでもないとある。必ずしも片方だけに立証を求められるわけではないとの見解もあるようだ。

http://d.hatena.ne.jp/hakuriku/20070506

　普段から、セールスマンが来たらスマホで録音しながら話をしよう。告知して行えば、不誠実な業者なら引き下がるだろうし、そうでなくても威圧にはなる。

　こっそり録音（被録音者が了解していなくても、録音者が了解しているため、秘密録音と呼称される。これ自体違法ではない。双方の了解無く行われるものは盗聴であり、当然違法である。)しても良い。前者にしろ後者にしろ、不審を抱いて証拠とするために録音した場合に限ったうえ、通信の秘密の侵害などの反社会的手段でなければ、証拠能力があるとする見かたが有力だ。
　また、当然ではあるが、話者のどちらにおいても脅迫（詳細は下記参照）が判明すれば、それを行った側が不利になるのは言うまでもないだろう。諸刃の剣となりかねないため、ただ真実を話すことのみに焦点を置いて受け答えするのみである。

　その際、デジタルレコーダー（上記スマホ等）なら無効だと主張されるかもしれないが、アナログであろうがデジタルであろうが録音したものには証拠能力（証拠としての資格）があり、相手方の同意を得ずに録音したとしても、証拠能力は微動だにしないとする考え（最高裁判例もあるため有力）も有る。

下記アドレス参照。

https://oshiete.goo.ne.jp/qa/2581218.html

https://detail.chiebukuro.yahoo.co.jp/qa/question_detail/q149069869

http://www.infoeddy.ne.jp/uchinku/sosyo/Words2.htm

http://d.hatena.ne.jp/mujin/20060721/p2

民法96条（詐欺又は強迫）
1. 詐欺又は強迫による意思表示は、取り消すことができる。

2. 相手方に対する意思表示について第三者が詐欺を行った場合においては、相手方がその事実を知っていたときに限り、その意思表示を取り消すことができる。

3. 前二項の規定による詐欺による意思表示の取消しは、善意の第三者に対抗することができない。

（脅迫）

刑法第二百二十二条 　生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。

２ 　親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者も、前項と同様とする。

http://www.leasing.or.jp/information/joukou.html

　彼ら代理店の交換云々は大体契約成立の事を言っている。下記の完了後を言っているのではないと考えられる。代理店は、突っ込まない限り、完了後の説明をしない。リース契約書の裏面に約定なり何なりがあるはずだが、それも見せたり説明したりはしないだろう。
今事例で甲取締役が任せるとした際に、「それではいけない、理解して判断できる人間を立ててくれ。」とするのが理想の営業だと思う。
納得して借受証を貸主に渡したら、この時点で完了。瑕疵が無い物として正しく契約が履行されたということになる。その後は借主と貸主との契約と物とが残る。この後、何が起ころうとも（取り決めにもよるだろうが大概借主負担と書かれている）借主負担で触る事になるので、後で泣き寝入りする事になる。
物（動産）に限らず物件（不動産）や情報などのサービスに関しても同様のことが言える。

以上。
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